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公衆衛生活動報告

広域災害時の保健所における公衆衛生マネジメント確立のための災害時健康危機管理

支援チームの支援による公衆衛生受援体制の構築および普及に関する検討
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目的 東日本大震災以来，大規模災害時には急性期の救命医療に引き続いての医療保健，生活衛生

の確保等の公衆衛生対策の重要性が再確認され，保健所への期待感が増大した。しかしながら

保健所の取り組みにはいまだ温度差があるため，今後全国の保健所において大規模災害時に標

準的な公衆衛生対策が展開されるよう，大規模災害への備えの現状と課題を明らかにし，災害

時健康危機管理支援チーム（Disaster Health Emergency Assistance Team以下 DHEAT と略）

の支援を受けて，標準的な対策を実施できるための受援体制の構築および普及について検討し

た。

方法 大規模災害への備えの先進事例の調査を行い公衆衛生支援・受援体制の基本要素を抽出し

た。次に，それに基づき作成した調査票により，全国の保健所の取り組みの実態を把握した。

それを踏まえ，保健所の現状に応じて段階的に受援体制を整備するためのガイドラインを策定

した。さらに，本活動期間中に発生した熊本地震の検証を加味してガイドラインを改訂した。

結果 先進事例から把握された公衆衛生支援・受援体制の基本要素は，市町村との情報の共有，受

援計画策定，地域，分野別のコーディネーター設置，関係機関，住民総出のリアルな救護訓

練，災害医療調整組織の迅速な立ち上げ，民間人材の有効活用，県内支援チームの早期出動等

であった。これらに基づく調査で378保健所（回答率78.8）の回答から把握された大規模災

害への保健所の備えは，いまだ多くがマニュアル整備や所内対応訓練にとどまり，医療救護や

避難所への公衆衛生支援・受援や情報システムの実働等の対外的な連携，訓練は未実施だった

が，DHEAT 基礎編研修への参加意向は大きかった。

熊本地震の検証も経て整理された，保健所に求められる大規模災害時の公衆衛生マネジメン

トは，発災早期からの初動組織の立ち上げ，情報収集，評価，外部支援者の統合指揮，Dis-
aster Medical Assistance Team から引き継ぐ災害医療コーディネート，市町村と連携した避難

所保健衛生支援等であるが，これらを DHEAT の支援を受けて標準的に実施できるよう受援

体制を平時に整備する必要がある。このためすべての保健所が段階的に取り組めるようにガイ

ドラインを作成した。

結論 大規模災害への保健所の備えは，多くが所内対応にとどまり市町村や外部の支援との連携は

未着手であるため，すべての保健所において DHEAT の支援を得て標準的な公衆衛生対策を

展開できるように訓練や支援経験を重ね，段階的に受援体制の整備を図る必要がある。

Key words災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT），熊本地震，大規模災害，公衆衛生マネ

ジメント，保健所，受援体制
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 は じ め に

大規模災害時の健康危機管理は，阪神淡路大震災

以来東日本大震災を経て，熊本地震に至るまで，

様々な支援，受援活動の経験の蓄積に伴い災害医療

を核に進化してきた1)。予防できる災害関連死を減

らすために，全国的な Disaster Medical Assistance
Team（DMAT）の整備が進められ，保健師や

Japan Medical Association Team（JMAT）等の公民

の各種の支援活動が，発災直後から迅速に展開され

る体制が整ってきた。地域保健法の基本指針には，

2000年 3 月の改定から阪神淡路大震災以後の大規模

災害のみならず各種の健康危機管理事象の頻発を踏

まえて，地域における健康危機管理体制の確保が明

記2)され，保健所が健康危機管理を適切に実施する

ためのガイドラインに具体的で詳細な体制整備の目

標が定められた3)。その後，厚生労働科学研究事業

において，各種の健康危機管理事象発生時の保健所

の初動体制について，米国の Incident Command
System（ICS）に倣った日本版の初動体制のあり方

についての検討が積み重ねられた4)。

しかしながら，大規模災害時の発災後早期の救命

救急医療に引き続いての公衆衛生活動の重要性につ

いて再び強く意識され，具体的な取り組みが議論さ

れてきたのは，全国から駆けつけた医療チームが向

き合った支援活動の大半が，地域医療，保健予防，

生活環境衛生，福祉の確保および復旧となった東日

本大震災以後のことである。東日本大震災の発災直

後からの災害支援パブリックヘルスフォーラムの問

題提起を皮切りに，全国衛生部長会災害時保健医療

活動標準化検討委員会（以下，標準化検討委員会と

略す）での制度設計の検討，厚生労働科学研究事業

でのノウハウ，ツールの検討5)，全国保健所長会の

地域保健総合推進事業を通じての啓発6)，普及がそ

の後，精力的に推進されてきた。これらの取り組み

にもかかわらず，南海トラフの動く巨大地震や津波

の被害想定の甚大な地域の偏在，地域の公衆衛生の

拠点である保健所の統廃合，医師確保の困難によ

る，機能の質的量的なばらつき等を背景として，全

国の都道府県，保健所の取り組み状況には温度差が

あることも把握されていた7)。

全国各地を襲うゲリラ豪雨，熊本地震に代表され

る活断層が動く直下型地震の多発，原子力発電所の

過酷事故などの一定規模以上の災害のリスクに，今

やわが国のすべての地域は，共通して直面している。

大規模災害時の健康危機管理体制は，平時から組

織横断的に多方面の関係者と協議して整備するべき

システムであり，その備えの遅れはそのまま，被災

時の混乱，予防できるはずの健康被害の多発に直結

するとの認識が共有されてきた8,9)。その要となる

ために，全国の保健所における受援体制（注大規

模災害時には被災地は大混乱に陥り，支援を適切に

受け入れられないため，あらかじめ支援を受ける体

制を構想しておくことが重要との認識から，それを

「受援体制」と表現）の構築は，標準化され，底上

げされるべき喫緊の課題となっている10)。

そこで，平成27～28年度地域保健総合推進事業

「広域災害時における公衆衛生支援体制（DHEAT）

の普及及び保健所における受援体制の検討事業」

（以下に「平成27～28年度の検討事業」と略す）の

活動報告から，改めて先進的な地域の取り組みを俯

瞰するとともに，全国の保健所における，これまで

の厚生労働科学研究事業，地域保健総合推進事業の

成果の浸透状況，大規模災害への備えの現状と課題

を明らかにした。さらに，本事業途上に発生した熊

本地震での検証もまじえながら，災害時健康危機管

理支援チーム（Disaster Health Emergency As-
sistance Team（DHEAT））の支援を受けて，標準

的な公衆衛生対策を実施できる受援体制の構築およ

び普及について検討した。

 対象と方法

「平成27～28年度の検討事業」において，著者ら

が中心となって構成された研究班員が，以下の一連

の活動を実施した。まず，先進事例調査を実施し，

大規模災害時の標準的な公衆衛生支援・受援体制の

基本的要素を把握した。次にその要素をもとに調査

票を作成し，保健所の大規模災害への備えについ

て，アンケート調査により実態を把握した。把握さ

れた全国の保健所の現状を踏まえて段階的に受援体

制を整備するためのガイドライン試案を作成した。

さらに，本活動期間中に期せずして熊本地震が発生

したため，被災地の公衆衛生関係者に聞き取り調査

を実施するとともに，全保健所アンケート再調査に

より，地震後に時点修正された実態を把握した。併

せて全国保健所長会総会における総合討論を実施し

て，公衆衛生支援・受援活動を総括した。これらの

活動により得られた知見も加味して，ガイドライン

の改訂を行った。

. 先進事例調査（2015年 7～9 月）

東日本大震災以来の大規模災害時の健康危機管理

に関する厚生労働科学研究事業，地域保健総合推進

事業において網羅的に把握された先進事例から，全

国保健所長会健康危機管理委員会が，国立保健医療

科学院健康危機管理研究部等の有識者の意見も参考

に，組織・職種横断的に関係機関と連携した初動体
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制，受援体制を構築している地域として，静岡県，

滋賀県，広島県，神戸市，徳島県，高知県，大分

県，長崎県を抽出した。これらの地域へ，研究班員

の保健所長 2～3 人が調査員となって訪問し，先進

的・特徴的な取り組み，連携体制・受援体制，人材

育成等について主担者からの聞き取り調査を行い，

大規模災害時への備えの主要な要素を把握した。

. 熊本地震被災地調査（2016年 8～9 月）

本事業の途上に発生した熊本地震の支援・受援経

験から学ぶために，被災地の支援・受援活動の全体

像の把握に重点を置き，これまでの各種研究事業の

成果としての公衆衛生対策支援がどのように機能し

たか，あるいは機能しなかった場合の課題は何かに

ついて，被災地関係者に聞き取り調査を実施した。

. アンケート調査（2015，2016年）

全国の保健所における取り組みの実態把握のため

に，すべての保健所（2015年度末時点486か所）の

電子メールを通じてアンケート調査を実施した。調

査項目は，災害時の保健所の初動，関係機関との連

携についての平時の調整，訓練，DHEAT 研修への

参加等であった。調査票は2015年12月初めに送信し，

2016年 1 月末に324か所の回答を得た。全国の保健

所の実態把握は，DHEAT 基礎編研修の効果測定の

ベースラインデータになる調査であったが，研修開

始直前に熊本地震が発生し全国的な支援活動が展開

された。このため，熊本地震経験の影響も加えて，

修正する必要が生じたので，2016年度 5 月末以後11
月末まで全国の地域ブロックごとに開催される保健

所長研修（保健所連携推進会議）の参加申込書とと

もに，再度調査票を全保健所（2016年度末480か所

政令中核市保健所に集約，移行により，前年度から

6 保健所減）に送信した。すでに回答していた保健

所については，前年度からの変化があればその部分

の回答を求め，不変の場合は前年度の回答を活用し

た。機構改革で集約された保健所は集約後の保健所

の回答を採用し，前年度未回答保健所には新たに回

答を求めた結果，378か所（回答率78.8）から回

答を得た。アンケートは所長ないし所長の同意のも

とで担当者により回答された。

. ガイドライン試案の作成，改訂と研修の働き

かけ

大規模災害時に求められる公衆衛生対策が，どの

保健所においても標準的に実施されるためには，新

任所長や新しく担当者になった職員が，大規模災害

時に DHEAT の支援を受けて，発災後の初動から

災害時医療の確保，避難所支援等に至る標準的な公

衆衛生対策が実施できるようなガイドラインが必要

とされた。このために大規模災害時の標準的な公衆

衛生対策の全体像を理解し，大規模災害への備えを

段階的に企画調整する手順をまとめたガイドライン

を作成した。これには，研修終了者が指導者となっ

て関係者に演習も実施できる教材が資料として付け

られた。2 年目に，熊本地震の経験を踏まえて改訂

され，避難所の運営についての項目が追加された。

 活 動 結 果

. 先進事例調査11)

公衆衛生支援・受援体制の基本的な要素として下

記の情報が収集された。それぞれについて先進地の

具体的な取り組みを代表的な事例として次に示した。

1) 市町村とマニュアル，様式，地域情報の共有

静岡県では，県災害時健康支援マニュアルをすべ

ての市町と共有し，各種統一様式が準備されてい

た。受援において重要となる地域情報については，

マニュアル内に地域保健関連情報概況（県庁・健康

福祉センター用，市町用）の様式が示されており，

年度当初に作成しお互いがその情報を共有していた。

2) 支援を要する業務や受入れ体制を事前に計画

として策定

神戸市では，阪神淡路大震災時の受援と，その後

の東日本大震災での支援経験の検証結果から，支援

を要する業務や受け入れ体制などを事前に具体的に

「受援計画」としてまとめられていた。大規模災害

時に設置される受援本部が，受援計画に基づき，市

みずからの行政機能だけでは対応できない事態に対

し，他の自治体や機関など多方面からの支援を最大

限活かす体制をとっていた。

3) 地域，分野別のコーディネーター設置

徳島県では，圏域別に災害医療受援体制検討会が

開催されていた。地域ごとに災害医療と保健衛生，

薬務，介護福祉の分野別のコーディネーターと，災

害感染症専門チームを設置し，被災時に外部からの

支援者と援助が，多方面から大量に集まることを効

率的に受け入れる体制を事前に設けて，訓練を積み

重ねていた。

4) 関係機関，住民総出のリアルな救護訓練

高知県では，大規模被災地域が広く，外部の早期

支援が期待しにくいため，支援が来るまでの地域の

総合的対応力アップを目指し，リアルな被災想定の

下に総力戦の救護訓練を実施していた。ICS の考え

方により保健所，県庁，管内市町，医療施設等関係

機関さらには住民を巻き込んだ初動体制を整え，支

援を受け入れる取り組みが行われていた。

5) 災害医療調整組織の迅速な立ち上げ

滋賀県では，職員誰もが災害医療本部を迅速に立

ち上げることができるように医療救護のための Ac-
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tion Card（AC）を災害医療本部用と，災害医療地

方本部用（保健所長が地方本部長）に作成し，発災

時の具体的な行動が示されていた。本庁と地方本部

がお互いの動きを理解することにより連携が促進さ

れ，訓練を重ねながら AC を見直し，継続した対応

能力向上を図る仕組みを作っていた。

6) 民間人材の有効活用

広島県では，災害の特性や発災後の時間経過に

よって異なる保健・医療・福祉ニーズに，民間人材

の効果的な活用により対応する取り組みが進められ

ていた。各職能団体と協定を締結し，官民協働で調

査班が当初に派遣され，そのニーズアセスメントに

より，医療班，保健衛生班を編成して，多職種の支

援者が派遣できるように，平時に協定団体参加の研

修会を開催し受援体制を整備していた。

7) 県内支援チームの早期出動

大分県，長崎県ではともに，災害時の公衆衛生活

動における情報収集，評価等について，被災地の保

健所を支援する県内支援チーム（県内 DHEAT）が

創設されていた。大分県では保健所と市町の連携が

良好という地域特性を活かしながら，全国に先駆け

て創設された県内 DHEAT が，豪雨災害時にすで

に出働し成果を上げていた。長崎県では大分県に学

びながら，取り組みやすいところから人材育成を重

視して，ICS 等の災害時の公衆衛生対応における基

本的な考え方に基づく訓練を重ねていた。

. 熊本地震被災地調査

1) 支援ニーズと災害医療調整組織の立ち上げ，

コーディネーター

支援ニーズは，医療ニーズに比して保健福祉ニー

ズが多大であったが，早期から活動を開始した医療

救護班が柔軟に保健支援にも対応した。亜急性期以

後は保健所を中心とした災害医療調整組織が確立

し，保健所活動を通じた市町村支援が機能した。こ

の対応に当たっては，DMAT ロジスティックチー

ム，日本集団災害医学会の災害医療コーディネート

サポートチームが，県庁では医療救護調整本部にお

いて，地域では保健所に拠点が置かれた各地域本部

において，医療救護班として急性期医療から保健衛

生活動に至る活動のコーディネーターとして機能し

た12)。

医療救護調整本部は，外部からの支援をまとめ，

中の資源につなげる役割も担った。東日本大震災の

教訓から全国的に整備された災害医療コーディネー

ターが存在したが，地域レベルでコーディネート機

能を有効に発揮できなかったため，早期の組織立ち

上げと調整が適切に行われず混乱が長引いた地域も

あった。このことから，早期から公衆衛生の専門家

も交えて，医療救護を包含した保健医療支援の調整

活動を展開する組織の立ち上げと地域レベルのコー

ディネート機能の確保の重要性が明らかにされた。

2) 災害救助法の下での県と市町村の連携

政令指定都市の熊本市が，平時には熊本県とほぼ

同格で業務を担っているため，災害救助法の下では

県の統括下で市町村の一つとして指揮下に入るとい

うスキームになじめず，早期には情報共有が錯綜

し，協働した連携が取れなかった12)。災害救助法の

下での市町村と都道府県の連携と役割分担につい

て，広域訓練等を通じてあらかじめ認識の共有を

図っておく課題が浮き彫りにされた。

3) 被災地情報収集と分析評価

避難所アセスメントシート（全国保健師長会熊本

県版に後日一本化）の標準化，電子化（広域災害救

急医療情報システム（Emergence Medical Informa-
tion System（EMIS））等の活用と結果の迅速な還

元に困難があった13)。情報収集の様式，分析評価の

標準化とともに，DHEAT の支援や非被災地からの

各種後方支援を組み入れた14)タイムリーなフィード

バック体制が今後の課題と認識された。

4) 保健師業務のマネジメント支援と後方支援

保健師業務の支援において，保健活動を直接支援

するプレイヤー支援だけではなく，大規模災害の被

災経験に基づくマネジメント支援，フェーズごとの

先を見通した支援，ロードマップの提示の重要性が

認識された。その際に，派遣スタッフを指南する後

方支援体制とセットで果たした役割が評価された15)。

後方支援については，新たな試みとして，全国保

健所長会役員ならびに災害時医療有識者による被災

地外の全国の関係者による情報共有の場として「寄

り添い後方支援隊メーリングリスト」が創設され，

非被災地である後方からの現状把握，分析，情報，

ノウハウ提供の支援の可能性を提示した16)。

5) 公衆衛生マネジメントと標準化のための

DHEAT 支援

公衆衛生マネジメントは，急性期には災害時医療

救護体制の立ち上げ支援，亜急性期には状況や

フェーズを見据えての公衆衛生業務支援が重要であ

ること，多くの外部支援チームと被災地の保健衛生

活動の効果的な連携の調整のため，保健所がゲート

キーパーとなる受援体制構築，派遣元からの分析評

価，戦略指南等の後方支援が重要であることが再認

識された。しかしながら，保健所の地域対策本部に

おいて早期からのコーディネート体制が構築され機

能したか否かで，組織的な支援活動に大きな差異が

生じたことから，公衆衛生マネジメントが早期から

標準的に実施されるように支援するための DHEAT
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表 保健所の設置主体別，ブロック別にみた回答数

対象数 回答数

保健所の設置主体

都道府県 364 306(84.1)

都道府県以外 116 72(62.1)

政令指定都市 41 20(48.8)

中核市 47 38(80.9)

保健所政令市 5 3(60.0)

特別区 23 11(47.8)

ブロック別

北海道 30 25(83.3)

東北 46 36(78.3)

関東甲信越 109 88(80.7)

東京都 31 16(51.6)

東海北陸 64 47(73.4)

近畿 63 49(77.8)

中国四国 56 47(83.9)

九州沖縄 81 70(86.4)

合計 480 378(78.8)

( )内は回答率
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支援，とりわけ早期からの県内 DHEAT 支援創設

が不可欠と提起された13)。

. アンケート調査17,18)

平成28年度調査で全国480保健所から，378件（回

答率78.8）の回答が得られた。保健所設置形態別

では，都道府県型84.1，306件，都道府県型以外

62.1，72件（政令指定都市20，中核市38，保健所

政令市 3，特別区11）の回答が得られた。ブロック

別では，北海道25件（83.3），東北36件（78.3），

関東甲信越静88件（80.7），東京都16件（51.6），

東海北陸47件（73.4），近畿49件（77.8），中国

四国47件（83.9），九州沖縄70件（86.4）の回

答であった。（表 1）
大規模災害時の保健所の健康危機管理体制とし

て，マニュアル等に記載され準備されている活動

は，医療救護活動や保健師活動，こころのケア，医

薬品等供給，衛生関係で比率が高かったが，行政栄

養士活動の準備は50未満に留まった。

発災時の所内初動対応として，所長不在時の指揮

命令系統や所内での役割分担，対応を協議する際に

必要な物品の準備，管内病院の被災状況，稼働状

況・患者受け入れ状況，医薬品・医療機器の不足の

状況，救護所や避難所の状況などの情報共有につい

て，EMIS に入力・代行入力する支援については，

参集職員の誰もが対応可能なように準備が進みつつ

あるが，職員の市町村派遣等については，過半数で

準備は進んでいなかった。

災害医療コーディネーターは，各都道府県で任命

されているが，保健所管内での地域レベルの災害医

療コーディネーターの任命についても，約 6 割で進

められていたが，保健所との役割が明確化されるま

でに至っていたのは，4 割に満たなかった。

日本医師会災害医療チーム（JMAT）や災害派遣

精神医療チーム（Disaster Psychiatric Assistance
Team（DPAT）など医療支援チームの受け入れに

ついて，熊本地震の検証でも必要性が強調された受

け入れ調整窓口9)を決めているとの回答は，「計画

中」と合わせると 6 割を超えていた。また，避難所

の保健活動（保健師や栄養士の活動，食品・環境衛

生など）の支援の準備について，保健所の役割を決

めているとの回答が，「計画中」と合わせると 7 割

を超えていた（表 2）。
これまでの研究事業において，初動対応の基本的

考え方として推奨されてきた ICS について内容を

理解している割合は 5 割を超えていたが，聞いたこ

とがある程度が 3 割，知らないが 1 割とまだ理解が

広がっていなかった（表 31）。また，保健所内，

所属自治体内，地域の関係機関のいずれとも，研修

実施にまで至っていないところが大半であった（表

32）。
発災時に必要な関係機関との連携について，平時

から「顔の見える関係づくり」を多くが進めていた

が，「予定なし」と「未定」を合わせると 2 割弱あっ

た。災害拠点病院との連携では，発災時の対応につ

いて協議，「計画中」を合わせて半数を少し上回っ

た（表 4）。
訓練（机上演習を含めて）の開催と研修について

は，職員参集，保健所初動対応，EMIS 等を活用し

た被災状況の発信・把握が 4 割を超える保健所で実

施されていた。一方，避難所等への派遣，避難所保

健衛生活動，医療救護班の要請，医療コーディネー

ト，医薬品要請・調達は 2 割弱の実施と低かった

（表 5）。
大規模災害時の受援も一体的に学ぶことができる

DHEAT 研修会への保健所長や職員の参加意向は高

かった（表 6）。
大規模災害への備えの地域差として，大規模地震

や津波の発生確率の高い地域や過去に被災した地域

に，備えのレベルの高い傾向がみられたが，その他

の一部地域でも高レベルの取り組みが認められた

（図 1）。
. 保健所における災害対応準備ガイドライン

（改訂版）概要（表 7）
大規模災害時の標準的な公衆衛生対策の全体像を

理解し，大規模災害への備えを段階的に企画調整す
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表 大規模災害時の保健所の健康危機管理体制

は い 計画中 今後計画 未 定 無回答

災害時の保健所対応についてマニュアル等での準備状況

医療救護活動 243(64.5) 36( 9.5) 51(13.5) 47(12.5) 1
保健師活動 279(74.2) 39(10.3) 35( 9.3) 23( 6.1) 2
こころのケア 224(59.9) 38(10.1) 55(14.6) 57(15.1) 4
行政栄養士活動 184(49.1) 34( 9.0) 74(19.6) 83(22.0) 3
医薬品等供給 225(59.8) 33( 8.7) 54(14.3) 64(16.9) 2
衛生関係 218(58.1) 31( 8.2) 63(16.7) 63(16.7) 3

発災時の所内初動対応の準備状況（順次，参集した職員により誰もが対策開始できる準備)

指揮命令系統 252(66.7) 35( 9.3) 62(16.4) 29( 7.7) 0
役割分担 249(65.9) 42(11.1) 60(15.9) 27( 7.1) 0
経時的記録のための物品 213(56.6) 50(13.3) 81(21.5) 32( 8.5) 2
広域災害救急医療情報システム入力支援 222(59.4) 36( 9.6) 63(16.8) 53(14.2) 4
職員の派遣準備 165(46.0) 30( 8.4) 73(20.3) 91(25.3) 19

保健所管内の災害医療コーディネーターの任命

任命されている 227(60.5) 25( 6.7) 28( 7.5) 95(25.3) 3

「任命されている」の場合，災害医療コーディネーターと保健所の役割の明確化

役割が明確になっている 136(60.2) 36(15.9) 41(18.1) 13( 5.8) 1

外部医療支援チームの受け入れ調整窓口や避難所の保健活動での保健所の役割明確化

日本医師会災害医療チーム（JMAT）や災害派遣
精神医療チーム（DPAT）など医療支援チームの
受け入れ調整窓口を決めている

200(53.1) 32( 8.5) 68(18.0) 77(20.4) 1

避難所の保健活動（保健師や栄養士の活動，食品・
環境衛生など）について，保健所の役割を決めて
いる

235(62.3) 40(10.6) 57(15.1) 45(11.9) 1

( )内は，無回答を除いた保健所数を分母として算出した割合

表 ICS/IAP/AC の認知状況

ICS/IAP/AC の認知 内容理解 聞いたことがある 知らない 無回答

198(54.2) 120(32.9) 47(12.9) 13

表 ICS/IAP/AC の研修の状況

ICS/IAP/AC の研修 は い 検討中 予定なし 未 定 無回答

保健所内 57(15.2) 54(14.4) 84(22.3) 181(48.1) 2
自治体内 39(10.5) 32( 8.6) 98(26.3) 204(54.7) 5
関係機関内（医師会，医療機関，市町村等) 22( 5.8) 41(10.9) 109(28.9) 205(54.4) 1

( )内は，無回答を除いた保健所数を分母として算出した割合

表 関係機関との発災時に必要な連携についての平時の事前調整

平時の事前調整 は い 検討中 予定なし 未 定 無回答

関係機関と連携のため「顔の見える関係づ
くり」を進めている 274(72.9) 38(10.1) 6( 1.6) 58(15.4) 2

災害拠点病院と発災時の対応について協議 169(45.1) 37( 9.9) 84(22.4) 85(22.7) 3

( )内は，無回答を除いた保健所数を分母として算出した割合
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表 訓練の実施状況

は い 計画中 今後計画 未 定 無回答

職員参集訓練（徒歩や自転車で交通途絶時の出勤
ルートを確認) 181(47.9) 16(4.2) 77(20.4) 104(27.5) 0

保健所初動対応訓練 160(42.4) 37(9.8) 99(26.3) 81(21.5) 1
保健所の保健師等専門職の管内市町村避難所等への
派遣調整訓練 63(16.9) 29(7.8) 120(32.3) 160(43.0) 6

避難所の保健衛生活動（保健師や栄養士の活動，食
品・環境衛生など) 78(20.8) 23(6.1) 122(32.5) 152(40.5) 3

EMIS 等を活用した被災状況の発信・把握に関する
訓練 181(47.9) 20(5.3) 87(23.0) 90(23.8) 0

管内医療機関による医療救護班の要請および派遣調
整に関する訓練 80(21.3) 17(4.5) 113(30.1) 166(44.1) 2

災害医療コーディネーターや災害拠点病院など地域
の関係者と医療コーディネート訓練 95(25.3) 14(3.7) 121(32.3) 145(38.7) 3

医薬品の供給要請および調達 79(21.1) 20(5.3) 115(30.7) 161(42.9) 3

( )内は，無回答を除いた保健所数を分母として算出した割合

表 国や全国保健所長会等が主催する DHEAT 研修会への参加意向

は い 計画中 今後計画 未 定 いいえ 無回答

保健所長 218(58.8) 8(2.2) 63(17.0) 82(22.1) 5(1.3) 7
その他保健所職員 195(52.1) 12(3.2) 76(20.3) 91(24.3) 2(0.5) 4

( )内は，無回答を除いた保健所数を分母として算出した割合

図 都道府県別に見た保健所ごとの大規模災害への準備状況
（アンケートで対策を準備できていると回答した項目数）
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るための，知識・技術を研修，訓練の教材として作

成したガイドラインの概要を表 7 に示した。詳細

は，平成28年度地域保健総合推進事業報告書19)を参

照されたい。

 考 察

大規模災害時に期待される公衆衛生対策を適切に

展開するために必要なことは何か，それはどのよう

に準備する必要があるのか，さらにその取り組みは
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表 保健所における災害対応準備ガイドライン（改訂版）概要

第 1 段階 ICS 理解

災害の多くは，職員の参集が困難な時間外に発生するために，米国で考案された ICS に基づく，順次参集した職

員による組織立ち上げ，指揮命令系統の明確化，危機管理の基本を理解する。このため，指揮者，部門の立ち上げ，

統制範囲，情報共有，資源管理と優先配分，統合指揮等を学ぶ。

第 2 段階 初動対応

発災直後から必要な初動対応は，誰もが行動できる指示カード，情報収集，記録等を定型化して事前に準備し，発

災時の対応を混乱なく行えるよう準備し，訓練する。このため，各種マニュアル準備，アクションカード，連絡先一

覧や確認表等の様式作成，クロノロジー，発災時の情報収集方法，初動訓練の実施等を学ぶ。

第 3 段階 市町村と保健活動で連携

救助活動の主体の市町村が，通常業務にない感染症や生活衛生対策や，弱者対策も含めた保健活動を実施するため

の連携，外部支援者の派遣調整の方法についての基本形を理解し，訓練する。このため，災害時の役割分担，だれ

が・どこから・どのように情報収集，起こりうる災害の被害想定と関係機関の準備，避難所での保健所と市町村の役

割分担，保健師派遣調整訓練の実施を学ぶ。

第 4 段階 避難所運営を学ぶ

多くの被災者が殺到する避難所の運営について，平時からのニーズを想定した準備，対応，情報収集・分析の手法

を学び，訓練する。このため，避難所運営の概観として，避難所対応組織，避難所情報を収集するポイントとして，

避難所スペース，トイレ，飲料水・生活用水，医療提供，介護，ペットおよび避難所情報分析方法を学ぶ。

第 5 段階 医療機関連携と医療コーディネート

DMAT の展開する救命救急医療後の災害医療の確保について，急増するニーズと外部支援者も含めたリソースと

のマッチングのための情報収集，コーディネート，統合指揮を学び訓練する。このため，災害医療コーディネートの

保健所の役割，DMAT 研修に参加，EMIS による情報収集と分析，医療コーディネートの体制を構築，医療コー

ディネート訓練の実施等を学ぶ。

第 6 段階 DHEAT の支援を想定した受援体制を整備

発災後早期から，DHEAT の支援を受けて標準的な公衆衛生対策を実施できるように，DHEAT を知り，受援体制

を整える。このため，DHEAT, DHEAT 研修の活用，DHEAT 受援体制の整備等を学ぶ。

資料 保健師派遣調整訓練，医療コーディネート訓練，初動訓練のシナリオと教材
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どのようにして普及し一般化されなければならない

かについて，先進事例から大規模災害への備えや対

策の全体像を集約し，それを基に全国の保健所の実

態を把握し，熊本地震においてその全体像を検証し

た本報告の結果を基に，以下に考察した。

先進地の事例では，それぞれ長期にわたる周到な

準備により総合的な取り組みがなされていた中か

ら，キーワードを集約すると，市町村とのマニュア

ルや情報の共有，支援を要する業務や受け入れ体制

を事前に計画として策定，膨大な支援ニーズを仕切

る地域別・分野ごとのコーディネーター設置，関係

機関や住民総出のリアルな救護訓練，災害医療調整

組織の迅速な立ち上げ，民間人材の効果的な活用の

ための協定や研修，県内支援チームの早期出動等

が，公衆衛生マネジメントおよび受援体制の基本要

素として重要と考えられた。

今回の全国の保健所の調査は，この先進事例から

抽出された基本要素に基づき調査項目が作成された

ことから，必要とされる標準的な公衆衛生マネジメ

ントの準備状況の実態把握の意味を持つと考えられ

る。調査は，平成28年度から開始された全国の地域

ブロックごとに開催する DHEAT 基礎編研修の前

に行われたものであるが，奇しくも熊本地震を経験

した直後というタイミングに重なり，重大な関心事

となったことから，過去の調査に比べてより高い回

答率が得られた。その中でも，都道府県型の保健所

の回答率が高く，災害救助法の実施主体として規定

される都道府県の保健所の実態が，正確にとらえら

れていると考えられる。

その結果から，マニュアル整備や初動対応準備，

地域での関係機関との顔の見える関係の構築に向け

て動き出しているが，大規模災害時への保健所の備

えは，全国的にみれば依然としてマニュアル整備や

所内対応訓練にとどまり，対外的な医療救護や避難

所への公衆衛生支援や情報システムの実践的な訓練

はこれからの課題として残されていた。

保健所の基本的な機能とされてきた地域における

健康危機管理体制の確保に，東日本大震災で明らか

になった課題を踏まえて，災害医療に係る保健所機

能の強化がうたわれた20)。さらに有識者の提言，全

国保健所長会の取り組みや，研究が積み重ねられて

きたが，保健所の備えは所内対応に止まり，対外的
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な公衆衛生マネジメントや訓練がいまだ十分に取り

組まれていなかった。この要因として，行政改革に

よる保健所の統廃合により保健所機能が低下し，市

町村との連携も希薄化していたことが，東日本大震

災当時の被災地保健所からの検証において指摘され

ていた21)。また，全国的に保健所職員が多数従事し

たこれまでの被災地支援は，長くても 1 週間程度で

交替するため，支援・受援の全体像の認識は組織

的，継続的に蓄積されにくかった。さらに保健衛生

活動支援の最も中心的な職種であった保健師の支援

経験の多くが被災地の当座の活動支援というプレイ

ヤー支援であった。これらに加えて，災害への備え

の内容が多岐にわたり，明確化が十分でなかったた

め，有志の保健師，公衆衛生医師等の保健所職員の

知識，見識を一般の職員にまで浸透させるには限界

があったことなどが要因になったと考えられる。

この一方で，大地震や津波の被災地ならびに想定

地の偏在による危機感の濃淡もいまだ見られる中に

あっても，熊本地震に至る直下型地震の経験を踏ま

えた危機意識の高まりから，それ以外の地域の取り

組みにも進展がみられた。各種の受援体制の構築な

いしは計画中である保健所が相当みられた。今後の

DHEAT 研修への参加意欲が大きく受援体制構築に

これから取り組む意欲の高さがうかがわれることか

ら，行政的に業務としての位置付けを明確にし，受

援の全体像の理解に研修内容を充実させることによ

り，取り組みのレベルアップも十分に期待できると

考えられる。

今回の調査研究活動のさなかに，熊本地震が発生

し公衆衛生マネジメントと受援体制の基本要素がど

のように現われ，対策としてどう機能したか，課題

は何かを聞き取り調査する機会が得られた。その検

証結果も加味して，行政的に業務としての位置付け

されるべき，大規模災害時に期待される標準的な公

衆衛生マネジメントとそれに関連して重要と考えら

れるものを以下に示す。

保健所は発災後の早期から，地域において災害時

医療救護組織を立ち上げ，地域災害医療コーディ

ネーターの支援を得ながら災害時医療を確保し，亜

急性期の公衆衛生業務支援に円滑につなぐ体制を確

保することが重要である。その際に外部支援チーム

のゲートキーパーとなり，戦略指南等の後方支援を

受ける体制を構築し，被災地情報の共有と分析評価

を進めることが基本として肝要である。

この公衆衛生マネジメントは，熊本地震において

は，参集した多くの医療救護班によってリードされ

た。今後想定される南海トラフ地震では，被災地は

広範囲となり，熊本地震の時のような外部医療チー

ムの潤沢な支援は期待できない。また，公衆衛生医

師による早期からのマネジメント支援が，地域災害

医療コーディネーターの支援と相まって奏功し，高

い評価を得た好事例の報告があった14)。このことか

ら，保健所が災害時に標準的な公衆衛生機能を担保

するためには，被災都道府県内外からの早期の公衆

衛生マネジメント支援とともに，地域災害医療コー

ディネーターの確保が不可欠であると考えられる。

この点に関して，2017年 4 月の防災基本計画の改

定により，被災自治体における円滑な保健衛生活動

を支援する災害時健康危機管理支援チームの整備が

促進されるよう，国（厚生労働省）が教育研修を推

進することが記された22)。また，同年 7 月 5 日に出

された通知文により，大規模災害時に被災地の保健

医療活動の総合調整の円滑な実施のために，「被災

地に派遣される医療チームや保健師チーム等を全体

としてマネジメントする機能を構築する」保健医療

調整本部を本庁に設置し，現場の保健所とともに保

健医療活動チームの派遣調整，保健医療活動に係る

情報連携ならびにその整理および分析を行うこと，

そのために保健所により設置される地域災害医療対

策会議を情報連携の手段とすることならびに，本部

機能の強化のために必要と認められるときには被災

地外の都道府県に人的支援を求めることが望ましい

と明記された10)。さらに2018年 3 月20日に「災害時

健康危機管理支援チーム活動要領について」が通知

され，保健医療調整本部および保健所を災害時に応

援するマネジメント支援チームの活動内容が詳細に

示された23)。行政的に公衆衛生マネジメントとその

支援スキームが明確にされたのである。

今回の調査結果で明らかにされた全国の保健所の

実態と熊本地震の経験から，DHEAT 支援を受ける

ことによって，すべての保健所において公衆衛生マ

ネジメントが標準化されて実施できるポテンシャル

は大きいと考えられる。このためには，その受援体

制の構築を全国的に推進する必要があり，その際に

重要と考えられるものは以下の通りである。

広域的な危機管理対応時には，政令指定都市，中

核市も実施主体となる都道府県の統括下で，市町村

の一つとして活動すると災害救助法に規定されてい

ることの再認識が重要である。このため，都道府県

の指揮下に入るスキームについて，広域防災訓練の

場等を活用して，情報の共有と役割分担，統合指揮

のあり方の共通理解を図る必要がある24)。

また，産科や透析の有床診療所も含めた全入院医

療機関ならびに避難所の情報収集と分析評価の

フィードバックシステムを情報のセキュリティを担

保しながら確立することが喫緊の課題である。先進
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地域以外では，この取り組みが立ち遅れている。全

国的な標準化の観点から，早急に様式の統一化と

ICT を活用した集計解析の後方支援について EMIS
等の情報システムを改善する必要がある。

保健師業務等におけるマネジメント支援も重要で

ある。神戸市職員は自らの被災経験と他地域の被災

地支援への参加経験をあわせて，発災時の総合調整

支援やロードマップの提示により被災地で高く評価

された。この派遣経験はその都度，派遣元の地方自

治体に災害対応における新たな検討課題を持ち帰る

という副次的効果をもたらしたことも報告されてい

る9)。マネジメント支援には，それが実行できる力

量や経験を有する保健師等の職員が育成され，派遣

されることが前提となる。このため DHEAT 研修

によって育成した人材が，近年，多発する直下型地

震や豪雨災害時の支援，受援に積極的に派遣され，

様々な被災現場の経験や，派遣元からの情報・ノウ

ハウ提供，情報分析，戦略指南等の後方支援経験を

積むことが重要であると考えられる。

災害時のマネジメントにおいては，組織・職種横

断的な多岐にわたる調整事項の全体像の理解と共有

による指揮調整体制の構築が必須である。しかし，

平時からの連携・協働経験の乏しい組織（市町村防

災部局，政令指定都市，中核市等）や職種との統合

指揮調整は容易ではない。このため，関係機関と

「顔の見える関係づくり」を多くの保健所が進めて

いたが，2017年 3 月の「地方公共団体のための災害

時受援体制に関するガイドライン」においても，受

援体制の整備，受援対象業務の整理とともに，受援

体制に関する理解のための研修や訓練の実施により

顔の見える関係づくりの重要性が示されている8)。

今後，全国の保健所が DHEAT 人材育成や受援

体制の構築を進めるうえで，本研究班のガイドライ

ン等によって保健所連携推進会議を活用した研修会

等や DHEAT 研修を有効活用すべきである。国の

各種通知文に示されたスキームに基づく大規模災害

時の標準的な公衆衛生マネジメントの理解を深め，

DHEAT 支援を前提にした受援体制の構築を推進す

るようにマニュアルに反映し，実体験に準ずるもの

として広域防災訓練等の経験の蓄積，共有を重ねる

ことが重要である。近年，防災対策の強化として，

広域防災訓練が繰り返され，熟度が高められつつあ

る。広域防災訓練等ではこれまで，発災後早期から

の救命救急医療の広域連携が主となっていたが，今

後は，それに続く医療，保健衛生，福祉の確保の総

合的な調整を進める好機として活用すべきである。

国の訓練スキームにおいてもミッションとして明示

し，過去の大規模災害の検証を通じて作成された内

閣府の示すガイドライン8,9)や報告書25)をテキスト

として，都道府県，政令指定都市，中核市，市町村

および関係団体との災害時連携・協働の調整を進め

る必要がある。この支援のため，都道府県単位でア

ドバイスできる指導者育成を進め，DHEAT 基礎編

研修と訓練の実効性のさらなる向上を図るべきであ

る。

 お わ り に

わが国では，大規模災害時の危機管理組織とし

て，米国の連邦緊急事態管理庁（Federal Emergen-
cy Management Agency（FEMA））のような特別な

組織はないが，市町村の保健医療活動支援に関して

保健所が有効に機能した実績と期待感から，その公

衆衛生マネジメントを支援する DHEAT の創設が，

DMAT，DPAT に続いてなされようとしている。

今後，全国の保健所において，それぞれの現状から

受援体制の構築に取り組み，段階的にレベルアップ

を図り，DHEAT の力を借りることにより市町村を

支援してこのミッションに応えられる可能性の高い

ことを本報告で示したが，関連して見出された重要

な認識を最後に指摘しておきたい。

大規模災害時には，市町村は避難所や医療救護所

の運営において，保健所の支援，指導・助言を通じ

て，平時には未経験の感染症対策，生活衛生対策，

地域医療確保の調整という保健所が専門とする公衆

衛生業務に取り組まねばならない。このことから，

保健所が指導・助言して，市町村と重層構造を構築

して地域保健活動を推進するという「地域保健対策

検討会報告書～今後の地域保健対策のあり方につい

て～」26)で提言された保健所機能そのものの発揮が

求められる。この保健所機能は，地域保健法に基づ

く市町村との機能分担の進展により形骸化して久し

かったが，あらためて大規模災害への公衆衛生活動

を契機に復権をとげてきた。DHEAT 支援・受援を

含む受援体制の構築にすべての保健所が取り組むこ

とは，市町村や関係機関・団体との連携・協働を推

進する「保健所機能のルネッサンス」となる側面も

持ち，保健所職員のモチベーションを高め，保健所

の機能強化，公衆衛生力の向上という副次的な効果

ももたらすと考えられる。結びにあたり，過去の大

規模災害の多くの尊い犠牲者に報いるために，この

実践を強く推奨したいと思う。

本研究の実施に当たり，アンケート調査での全国の保

健所，訪問調査での大規模災害時対応の先進地の関係

者，熊本地震の被災地の関係者の皆様のご協力に深く感

謝します。本研究の一部は，第75回（大阪府），第76回
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（鹿児島県）日本公衆衛生学会総会にて発表した。なお，

本研究は平成26～27年度地域保健総合推進事業「広域災

害時における公衆衛生支援体制（DHEAT）の普及およ

び保健所における受援体制の検討事業」（分担事業者山

佳洋）として実施した。本研究に関連し利益相反（COI）
状態はない。

(
受付 2017. 9. 3
採用 2018. 5.14)
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